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ドイツ２００１年年金改革の歴史的意味
加藤榮
はじめに
2001ｲ|ﾐ年金改jＩｌＨ（2002ｲ'三１月１１|施行)l)は、1957ｲ|ﾐｲＭＥ改革によって椛築された戦後（ilW）ド
イツの公的年金Ili'1度の｣Ｍ;livi造に,｢(人な変更を〃''えるものとなった。′|｣|･子は、賦課力式の公''１ﾘｲ｢金
の給付ﾉl<準をリ|きＩくげ、それをﾈ,liうものとして企業ｲ|ﾐ金やlUil人年金に三Ｆ厚いUﾉﾉ成梢世を識じて値立
ﾉﾉ式の私的年金を奨励するというものである。
SPI)．９０年|ＴＩ'lWl/緑の党連合政１１Ｗ)作業委員会が2()0()ｲ1K５月に提起した当初構想に比べると、IIi'｜
定された関連法2)の'ﾉﾘ容は、＃11i々の政治'''9妥|ｶﾞﾙの紬｣,M:、給付/|<準のり|き1くげ等が大'''６１に緩『''されて
おり、改革によるzhdE的変化は当irIiそれほど大きなものにはならなかった。しかし２()01ｲIﾐｲ|ﾐ余改革
がドイツの老後保障システムに与えた質｢Ⅳ変化は'１１(りなく大きい。
現役賃金に連動し、ｌＩｌＬｌＩｌも給付も1ﾘT得比例のドイツの公'''ﾘｲ'ﾐ金附'Ⅱ聖は、労１１}ﾘ)者や比'陵'''9低所得の
,IMi員が退職後もUil役と|両|等の生1iIi/l<ｒｌｌｉを維持できるようにｲﾙ成されており（ｲ'ｉ金の賃金代替機能3))、
均一拠１１}均一給付のベヴァリッジlIi1ⅡＷｈ('１章年金とは対M1iをなすものとして発展してきた。２００１
ｲ,ミイ,ﾐ余改革は、まさにこの貸金代w}MMEからの離脱のｶﾞﾘｰ歩を標すもcﾉ)であり、退川IIi後の生iiM<準
を維持するためには、l1iiIi課方式の公,'ﾙｲＩｉ金の他にＩ１１㎡[ﾉﾉ式の私ｌｇ１ﾘｲｌｉ金にILKji:でⅢ'１入しなければなら
ないという、まったく新しい要素を含んだｲ|ﾐ余システムへのI|吸換を促すものだということができる。
さらに、賃金代替ｲｌｉ金はドイツに代表される２()''1:iiLll(hil(||:国家の１額』i'1の骨格を形づくってきた
ものであり、したがって200'''三ｲ'２金改'''１は、liiなるドイツー'五|のｲＭ：ＩＩｉＩｌ度の変更という埒を越え
て、2011':紀福＃,|:llil家のｌＷｌＫ・再編に|乳|る愈味を持っているものといわなければならない。ノＭＨは、
このような観点に立って2001ｲiﾐｲｌｉ金改１Ｗ)意味とＩＩＶｉ造を次のような'||[1序で検討する。
先ずif金代牌機能を持つドイツリリ｣態ｲｌｉ余の基本l1Vi造をｌＩｌ１え（1.）、ついでそれが実際にどのよう
'）当|ﾘﾉは2000年ｲ|:金改hViとl1ilzばれていたが、１Ⅱｲ{=は２()()l｛|ﾐｲｌｉ金改1111〔とl1ilzばれる。
2）高齢背11ｲ産法（A1tcrsverm()gensgcsetz）と,flillifi者11ｲ産｜lli完法（A1tersverlIlogells-crgiillzungsgeselz）の２法
が'''心。
3）Lohllersatzfunkti()IlderRcntc(Ｃｆ.,Gcrhar(IBiickcreta1.,ｓ３４()～41）
３
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に機能してきたか、主として1990年代のｲ'三金/に(ｌｉと高齢者所得の分析によって確認する（2.）。そ
のうえで、2001ｲ;|ﾐｲﾄﾞ金改革が議場してきた絲緯、その原因を考察し（3.）、さらにこの改革の主内
容と特質を検討して（４）、最後にこの抜本的なｲ|ﾐ金改革が他ならぬ「赤と緑」の連合政権によっ
て着手されざるをえなかった状況をIl1I1iまえながら、その雁BLl的意味の解|ﾘlを試みる（むすび)。
1．ドイツ動態年金の基本構造4）
1957K'三年金改革によって形成されたドイツの公I`lﾘｲ|ﾐ余は５つの特徴を持っている。
第１は、拠Ⅱ}も給付も労I釛報ＮｌＩＩに比例していることである。
もちろん通)'11ﾘT得は青天)|:ではない。｜処出算定｣艮限額（Beitragsbemessullgsgrenze）があり、こ
れはｲ|{金給付額算疋にも通111される。１９５７１１ﾐの拠|Ⅱ算定上限額は月額７５０，Ｍであったが、2001ｲli
のそれは8,700ＤＭ（西ドイツ）と7,3()()]〕Ｍ（東ドイツ）になっている。ちなみに、2001年の平均
労働報Illlll年額の暫定値は54,684ＤＭ（)1額4,557])Ｍ）である5)。
この他にも労ＩＩｉＩ報酬に比例するという原111の例外はいくつかある。197211三年金改fl1〔で導入され
たいわゆる最低)ﾘT得によるｲ'１金（RentellachMindcsteillkomnlell）は、保険料拠出ﾉﾘlllllにおける労
働報ｉＨＩの合計が｣1該期間の被保険者令体の労働報lWlz均額の７５％以下の場合は、平均額の７５％の
労Ilill報llilllがあったものとしてｲI：金を算'1)するというM1定を設けて、品低ｲ|皇金を保証している。
1986ｲ1：改革で導入された育児1UlIH1（KindererzichllllgSjahre,〕､称Ｂａl)yjahre）も労働報酬比例原１１１１
を人きく修正するものである。Ⅱ}厳育児のための３ｲ|皇lll16)は就業していなくても、つまり無収入で
も、保険料7)を|川｣したjUllll1（Beitragszeiten）とみなされ、イド金計算に算入される。これは、ｌｌＩ
産育ﾘ｡を奨励することによって少子化1M象を食い''二め、’11代'１Ⅱ連帯に支えられた動態ｲ|ﾐ金の存立を
'又'ろうとした政策であるが、その結来、いわゆる保険になじまない給付（versicherungsfremde
Leistungen）が贈Ｉｌ１して、皮肉なことにこの伽からｲ1ﾐ余保険のI[統性に動揺をきたす一因をつくり
出している8)。
４） ドイツの年金ilill度をXl1るための岐適な文献は卜記の〕、()。Ｉ)el･Ｂｕｌｌ(lcsministerfiirA1･')eitundSozialordnung
(BMA),【ﾉDCﾉＭﾉﾉ/〃ルノ(//ＣＳＩ)z〃ＣＳｋﾙﾉﾉﾉcﾉﾉ,StalldJanlI(lrl991,ｏ」邦訳『ドイツ社会保障総覧」ぎようせい
1993年。ただし、残念ながら〈|:金の章のiliill訳はよくない。この他に、Ｔｌ｢瀬徹他編『先進諸'五1の社会保障④
ドイツ』東京大学}H版会1999ｲ|ﾐ、第６章。
iIMl労働・社会台の資料による。
当初はlｲ'1111,199211i改革で３ｲlillIlに延艮。
1999年までは全ｉＭＬ険者の平均ﾂﾅ勘#ＭＨ|の７５％、現在は１()()％にｲ11当する保険料の拠'1}があったものとみな
される。
保険になじまない給付問迩については、）｣Ⅱ藤榮一（1997（|ﾐ）を参11(!。
5） 
6） 
7） 
8） 
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とはいえ、これらの要lXlはドイツの公''１９年金が所得比例ｲﾄﾞ金であるという根本剛111を否定するも
のではない。拠''二}と給付を所得比例というﾉﾑ(で連動させることによって（擬似等(llli原11||)、この年
金Iljll度は被雇川者の所得階層-kの地位をUil役時代から退職後へと連続させる機能をもっている。均
一拠'1}均一給付のベヴァリッジイ1三余とはもとより、所得111分配機能をIlill度|人1に内蔵するアメリカの
公''１ﾘｲＩｉ金とも異なる純然たる所得比例ｲﾄﾞ金である。
館２の特徴は、年金水準が現役'1代の[f令の変化に対応して毎ｲ|ﾐ訳l轆されることである。
これによって年金が経済成長に連動し、１，)態化されることになる。
なお、1957年法では前々年を含む過去３ｲ|ﾐＩＨＩにおける余被保険ごＩlfの総ﾂﾉl1lMl報酬の平均(『Ｉ（一般
算定基礎）が調整の基準とされたが、1992ｲ|ﾐ改ｌｌＩＨで全蓼被保険者のiliiｲｌｉにおける純労Ill1I報酬（税・
社会保険料控除後の可処分所得）にjlmi1)してｲ'二余訓蜷が行われるIlill度に変わった。洲盤のタイムラ
グは縮まったが、総労働報iWllにたいするｲIi余/|〈準は大''１両iに低下した。例をIllいてこれを確認してお
こう。
1957ｲﾄﾞ法の年金算定式はくＲ＝(Ｐ×Ｂ)×（ｊ×Ｓｔ)＞である。Ｐは保険lUlllll1I1にえた総労|劫報酬の
当ir被IlL険者総労I11ill報酬平均に対する比率であり、lUjl人算定基礎とlliliばjllる。Ｂは上述の一般算定基
礎Ｊは算入可能な保ＩＷ１ｉ数、Ｓｔは逓1脚率で老齢ｲ|曵金は１．５である。Ｐがｌで、Ｊが45の標準年金
の場合、イIﾐ金額はＢの67.5％になる。ツノル背ｲ|ﾐ余とI峨貝ｲ'三金の平均で兄ると、1990ｲ|ﾐの標準年金
は21,050,Ｍであり、これは|両1ｲ'３の一般節疋基礎（Ｂ）31,661ＤＭの66.5％である。ほぼ算式どお
りのﾉＭｆになっている9)。
しかしこのｲ1三金額を1990年におけるＵＩＩ役被保険者余ｲﾉlKの総労(動ilWIlll平均ｲ'三額（、）41,946ＤＭで
l1illってみると、50.2％であり、標iLI1iｲＭ２を1M役賃金平均の６０％ﾄﾞ!i1皮に維持するというIlill度のＨ標
は達成されていない。直接｢19な'll1lIlはＢがI）を反映するタイムラグが入きいからである。賃金上
1,1が迎いほどＢと、の差は大きくなる．
そこで、l972f1ﾐ改IYIでｲＩｉ金調盤時点を６ケ月早める||柵をとったのを皮切りに、以後、調幣タイ
ムラグを縮小させる試みが極々行われ、1984ｲ|えにはｲ|ﾐ余を前ｲ|ﾐの賃金変化に述動させるという、イ|ミ
令洲擁のいわゆる現実化（Aktualisicrullg）が着手された。
ただし、1984年の予算随伴法がMljdLているように、イ|ﾐ余調整がﾉiL1illiとするのは被雇)Ⅱ者の可
処分所得の変化なのであって、総箇金に述Ii1)するのではない'())。編|(||:ｌ１ｉｌ兼の膨張によるﾄﾞ'1税・社
9）ドイツイ'三金保険者連合(1)asVerl)all(IDclItschcrRelltcllversicherullgstriigel;Ｖl)Ｒ）の査料による（http:"wwwb
v(１１%(|e/)。以~卜、イ'１余に関する計数等は、特にＷｉらない限り、これによる。
10）ＢＭＡ,1991,Ｓ,185-6. 
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会負担の増大のために総貸金と純賃金の差が著しく拡大した給采'1)、総賃金を基準とするｲ１１余水
準の設定は可処分所得におけるｲﾄﾞ金と賃金の安定的な均衡を保証するものではなくなったからであ
る。たとえば、1960ｲ1ﾐでは総賃金の６０％に相当するｲ'１金額の純賃金に対する比率は71.2％である
が、1984年になるとグロスの賃金代稗率60％は、ネットでは85.8％という高水準になるのである。
可処分所得での賃金と年金の均衡を維持するためには、総賃金を基準とする年金水準を絶えず変史
しなければならないという不#'1合が|ﾘ１日になり、上述のように、1992年年金改革によって前ｲ１２の
純賃金を基準にしてｲﾄﾞ金洲終を行うIli'1度が確定したのである。
1992年法の年金算定式はくRt＝ＥＥＰ×ＲＦ×ＡＲＷｔ＞であり、Ｒｔはｔ期における年金月額、ＥＰ
は保険期間'|]の各11三におけるIllil人報Wll点数（pers6nlicheEntgeltl)ullkte：全被保険者の総労Ｉ１１ｉｌ１報IiIl
平均に対薑する当該Ilm人の総労Ijill報ＮＩＩ|の比率)、ＲＦは保険jlWi類係数で老齢年金の場合は１，ＡＲＷｔは
t期における現行ｲ'三余I111i(１１１（aktueuerRentenwert）であり、その算定式を単純化するとくＡＲＷｔ＝
ARWt-l×（１＋Net-l)＞となる。Net-lはt-11Ulにおける全被保険者の純労働報酬の変化率である。
つまり、前年の純賃金の変化率に連動して年金調蜷が行われるIIill度が確定したのである。
く図１＞年金水準1960～1999（労働者・職員年金・男子）
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（１）総ｲ１２金を総ﾂﾅ|ﾘﾘﾊﾟＷｉｌｌで割ったもの
（２）純年金を純労働報IIilllで割ったもの
（３）純平均ｲ１１余を純労I11ill報酬で割ったもの
11）全被保険者の総労(lillWlllWIl平均にたいする純労(jillWIII平均の;ﾄﾞ||合を見ると、196()年の84.2％から1984年の
69.3％へ大幅に低下している。
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1992年法は、1970ｲ|そ代後半以降の実勢をふまえ、純箇金にたいするｲ'三金代替率を７０％の水準で
安定させることを１１標にした。＜図ｌ＞に示されているように、この|｣標はほぼ達成された。砿
かに、総賃金にたいする代替率は低下IIjil(ilにあり、たとえば1998ｲＩｉにおける純貸金代特率は
7Ｌ6％なのにたいして総if金代特率は48.5％に過ぎず、iili｢ilJfの|)M差は大きくなりつつある。しかし
可処分所得における貸金と年金の|奥Ｉ係は７０％の水1ｉｌｌｉで安定し、公''１ﾘｲＩｉ金の動態化はＩｉＩｉｉ保されてい
るといってよい。
ドイツの公的ｲＩｉ金の節３の特徴は純然たる賦課力式が採)11されたことである12)。ｌｌＭｉ定ｲ|ﾐ金も
賃金変動に連動して伽|ﾐ調整されるのであるから、ｊｉｌ１態ｲ'三余の11ｲ政がllIiliiWJ式でなければならない
ことは曰lﾘlであろう。この点は、動態ｲ|ﾐ余の生みの親であるシュライバーがつとにlﾘl言している通
りである'3)。
だが、所得比例の動態ｲ'三金を維持するるために必要な条件はl1iiliiWj式に限られるわけではない。
いわゆる等価原1111（Do-ut-des-Prinzil）（)(１.Aquivalellzl〕rinzil)）とlll:代''１Ⅱ)Ｉb約（Gellerati()ncnvertrag）
といわれる1111念がｲ｢効に機能する必腿がある。
艀Ｉ,lli原11'１とは、保険料積立のﾉij利合iilがｲ1三金給付総柧と等しいというｲﾉi立方式のｌｊｉ(l1l1であって、
賦ｉＷｊ式の年金には本来そのような|對係はありえない。したがって、ドイツの公''1ﾘｲ１１金が所得比例
の拠IlIと所得比例の給付とをｲ:lll兇lさせるIlill度になっているのは、１Tl,｢ilfの'''１に|人l在的|奥|係があるから
ではなく、一つの政策｢Ｉ９な選択の結j,|Lなのであり、１，llillfのｲ11関を根拠付ける説|ﾘl原jll1として等Illli原
11||が暖)Hされているに過ぎない14)。この、いわば|疑似聯(,lliljj(ｌ１ｌｌが社会|'〃合意としてljい'ルている
ことで、所得比例の動態ｲ'三余の存立がlⅡ保されているのだといってよい。
では、擬似等｛IllilJi(L1llがi《'二会l1l9fLjT意として成り立つ根拠は何か。その１つはＴ被保険-,jfのⅡ'1に所得
/|<準や職業履歴についての等'PIIｿﾞ|：があることである。｜処ｌｌｌ額や年金額が人きく違えば、）ﾘT得比例年
金のi田''1|;について社会''1り合意を緋|､'ける0)は難しい。したがってドイツでは、労(勤皇,ＩｲｲＭ２、職員
ｲＭ２、鉱'11従業行ｲ'１余など、職業身分'''9にクパルたｲＭ:Ilill度が採)I'されてきたのである15)。これ
がドイツ公的年１Ｍ)第４の特徴である。
１１M(業身分的分１１１灯lill度によって被保lljtiI’iの大まかな等質llliが保たれ、擬似等(,llili(I1lIを了解する環境
が維持されてきたのであるが、近ｲ1ﾐ、このような環境を侵食する哩因が１１１人してきた。要lISlの１つ
12）ただし１９５７（'二から（)８年までは過渡|'Ⅳ惜置として修Ｔｌ三11j(課ノノ式（一定jUllll1械）`/:力式
AbschllittdeckullHsverMl1℃11）が通111さｲ{ていた。
'3）「|jil民年金改革にたいするわｵ1ｵ)れの捉案の核心的な1%〔Il1は次の〕、りである。すなわち、積立力式をやめて
新仙のlIii(ｉｉｌＭ方式を孫川すること｡」Willri(ｌＳｃｈ1℃il)el;Ｓ､288.
14）Ｂｅｃｋｅｒｅｔａｌ.,Ｓ､３４()f、
15）これら３つの－．股''１ﾘIlill度の他に、目ｌＩＩ雌、’二1営業、側(の特》lliIill度があり、また川:〈公務徴（Bcallltc）に
は恩給Ilill度がある。－．股公務員はその||縦業身分に応じてﾂﾌﾞﾙ行ｲ'２余かlIMi員ｲ'２金に"'１人する。
７ 
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は、長ｌＶｌ失業や外'五|人ﾂjMriIfの1W))'１，女性の労'1]illﾉﾉ化率の｣主昇などによって公｢19年金の給付額に人
差がついたり、保険になじまない給付がl川Ⅱしたりして、この1｢liから公''１９（1ｉ金のIF当性に稲らぎが
生じてきているのである。
いま１つの要lXlは、ドイツ公ＩＩｌ９〈|ﾐ余の第５の特徴である111:代'''１協約の動揺である。
賦課方式の所得比例動態ｲＩｉ余は形式｣二等I111i原11'１という擬Ililll'lOhIl度をまとっているが、実態はUi1役
世代から退臓'11:代への|u代lllliﾘ｢得移転に他ならない。liM役lU:代が退IIiIiⅢ代に所得比例年金を給付す
るために所得比例の拠Ⅱ|を行うのは、｜当|分たちが辿峨ｌＵ:代になったときに'二|分たちの次のｌＵ:代も|両｜
じことをするに違いないという社会''１９了１１１/|{があるからであり、この社会的了解がすなわちｌＵ:代'''11)イル
約である。そして人'Ⅲ)態が安定｢'9であることがこの社会'''9了仰i(を成り立たせるための条'|:だとい
うこともすでにシュライバーによって指摘されている16)。つまり、現役|U:代は年金拠}l}を〕、じて
退職111:代を養うとともに、’１１１韮育児を皿じて次111:代を養育する義務を全うしなければ、ｌＵ:代|||Ⅱ〕Ⅱ約
を十全にl瞳行したことにはならないのである。シュライバーが老齢ｲ'三余と|同1時に児童・育少ｲ|ﾐｲ|ﾐ金
(Kin(lhcits-undJugcll(lrclltc）を三iﾐ帳したのも、そのようなＩＵ:代''１１扶養の安定的な循環の必幽を認
識していたからである'7)。だが、実H1したのは老齢ｲﾄ１余だけであり、リ凸童．青少年年金'''１i他は屑
篭に捨てられてしまった。つまり養老のコストは社会化さオ'たが、育児教育の仕事は基本'''9には私
事として従前通り家族に委ねられた'8)。｜此代術環におけるこの非対称性が11}産育児教育を避ける
フリーライダーを生み||}す典|人|になったことは否定できない。所得比例の動態年金が可能にした退
職後生活の保障は、いわゆる少子化をもたらす一ｌｘ|となり、安比''１りな人口動態という条件をMilり1iii
してしまったのである。
以｣:のような５つの特徴をもったドイツの公'''9年金は、ツjI1IilhIfとI1Mi員の多くにたいしてＨ１役時代
と大差のない生活/Ｍ[；をＣｌ昂,'iする賃金代替ｲ'三金として機能してきた。ただし、上述の〕1,り、このイド
金は、IliIl度｣二、1111念｣このいくつかの条件の細み合わせの北につくられた櫛進物であり、内部''１９変化
や外部,'１９ショックにたいして強Iwなシステムではない。このことを留意した上で、次に、ドイツの
公lW1二余が実際に果たしてきた機能を検討しておこう。
1()）「１１ﾐ金改jll輪講は、縮小するlも族では高ilih背保lIiifは次第に難しくな')、ついには不可能になることを'ﾘ|らか
にした。安定的な人'二|が凧1lb限の条件である｡」Ｓｃh1℃ibeI;Ｓ､299f
l7）Scbreibel;Ｓ､3()6. 
18）ドイツでは、教育Y?は!'((料に近く、育児についても児童二Ｆ当やｲＭＨにおける育児jUlllIl等様々な軽減柵{'tが識
じられており、親が負l'｣するllI)雅育|,'[l教育のコストは'三1本に比ベオ'ば遥かに聯いが、そｵ'でもそれが私耶に
属することには変わりない。
８ 
ドイツ２()()lｲ|ﾐｲ1ﾐ金改iIlIiの雌史的意味
２公的年金の役割
公的ｲ|ﾐ金１９)の年金水ｌｉｉｌ：、すなわちｲli金IUllll145ｲｉ１の標iil1iｲ1三金の対純賃金(Ｗ§率は、1970年代｢|]ご
ろ以降、７０％前後のﾉl<準を維持している（＜図１＞)。平均ｲ'三金額で見ても、もちろんその水準
は標準ｲ|ﾐ金よりは低いが、差は数％ポイント経度であり、労働音、Ｉ１Ｍｉ員の人多数にとって公的年金
が退職後生活を支えるに十分な賃金代俳ｲ|ﾐ余であったことが分かる。
（Mi1かに、それまではほぼ４％ポイントであった標rll:ｲｌｉ金と平均ｲIそ金との|Ⅱl差が、1993ｲ|ﾐ以降６％
ポイントへ拡大していることは柵意しておかなければならない。それは、先に指摘したように、就
労1種脈や賃金水雅で不利な条件を背f１つた被保険者が1円え、公的ｲﾄﾞ<ｉＷ)各IIill度における|同|質性が低
下しつつあることを示す現象だからである。
＜図ｌ＞に示されているのは||｣1ノリドイツ労IliMMlﾐ金・職且年金の〃ｒ平均ｲf金であるが、｜ＩＥＩ西
ドイツの女子や|｢I東ドイツの平均ｲｌｉ金をとればこれよりさらに低い/|<illiになることはいうまでもな
い。ただし、束西ドイツの平均ｲ|：金の格差は近ｲ|ﾐかなり縮小している。
「ドイツにおける老後保障1999ｲﾄﾞ」（ASID99）の訓杏結采によれば、1999ｲＩｉの||]東ドイツ地域
における労働者・職且年金ｿj子ＪＭｌ１ｌ瓶は2,2981)Ｍで、これは|[|ilLiドイツより１００，Ｍ少ないだ
けである。就業l復歴が|[|西ドイツよりずっと長い女子の場合は、逆に|Ⅲ|〔ドイツの平均年金額
(1,278ＤＭ）がⅡ|西ドイツのそれ（9171)Ｍ）を陵燃している。統一．後１０ｲ|ﾐ足らずで公｢1ﾘｲ1三金は束
＜表１＞６５歳以上高齢者の純所得合計（家計タイプ別）
２７２０ 単身男子
２１８０ ２０２４ 単身女子
２２００ 
２２２５ 
BMA-Pressestelle,Berlill,denl6Juli,２()()ｌ(httl):"wwwbblna.(1e/） 
原資料はASID99．
'()）本稿では、特に断らない限り、公｢ﾙｲＭＦとは法定労働背年金と法定IIIMi員ｲ|ﾐｲｼをllFiす。
９ 
|日西ドイツ
1９９９ 
ＤＭ 
１９９２～１９９９ 
増加率
9'６ 
|日東ドイツ
1９９９ 
ＤＭ 
１９９２～１９９９ 
増加率
％ 
西にたいする割合
1９９９ 
％ 
1９９２ 
9'６ 
夫婦 3,905 1１ 3,488 5５ 8９ 6４ 
2,720 ６ 2,304 6６ 8５ 5４ 
2,180 1２ 2,024 5９ 9３ 6５ 
うち
寡婦 2,200 1３ 2,166 6４ 9６ 6８ 
離婚 1,866 ５ 1,468 4２ 7９ 5８ 
独身 2，２２ 1２ 1,621 4２ 7３ 5８ 
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西ほぼ同水iLI1iになったのである20)。
しかしこれは公'('ﾘｲ|;金に限った話であって、＜表ｌ＞に見られる通り、公''ﾙｲ|ﾐ金以外の所得を
含めた純所得合計でみると、ｊｊｌ〔西格差はまだなくなっていない。これは、｜|]西ドイツでは企業ｲ1弓金
などの公的ｲ1二金以外のllX入ill;〔が多かれ少なかれ見込めるのに対して、｜|]Dl1ドイツではその可能性は
皆無に近く、公的年金が高齢者の生iiliを文えるほとんどｌＩｌｌｉ－の収入源になっているからである21)。
公''1ﾘｲ|ﾐ金の－ffll民営化の影響が束と１１WではylLなったものになることを、これは意味しているといっ
てよい。
以｣二を要するに、」lil役|u代の賃金と述勅するドイツの】i1j態ｲ|ﾐ余は、束四ドイツの年金格差を是Ili
しながら、大多数の労Ilill者、lIMi貝層にたいして、退職後もそれぞれの職務履歴にｲ11応するかたちで、
現役ｌＵ:代と同等の生ｌｉｌｉ/l<Xl1iを享受することを保障してきたのである。このことは、年金/Ｍｌｉの'五|際
比絞によって一層|ﾘlらかになる。
＜表２＞＜表３＞＜表４＞は、1990ｲﾄﾞ代央のWill(||:|工|家Zli要国における過ｌＩＭｉ後所得22)の水準
とﾉI1Mi成を比較したものであるが、ここから次のような論点をドイツ公的ｲ|ﾐ金の特徴として指摘する
ことができるだろう。
＜表２＞退峨後可処分所得の退職前可処分所得にたいする百分比’）
(％） 
１１２１３１４１５ 
l）退職1ｉｉｉ所得とはＩＭＩ;三1ﾐの｛Iilll6が５５歳iiii後のlii身行又は家族の所得。退職後所得とは'11ｲ'１Ｆ主のｲ'三齢が６７
歳前後のiii身者又は家族のＪｉ得
ＡｘｅｌＢ()ersch-Supall＆AIlIlctteRell-Hcl(１，Relil･CII)clltlllcolnc：Ｌｅｖｅｌ，Risk,【1,(lSlll)stitutiollamonglnc()mc
Compollcllts(OEC]),ＡｇｃｉｌｌｇＷ()rkillgPal〕crs3,7(Rcvise(1)ｖｉ【llntcl･'1ｃｔ）
ｌ;〔資料はTheOECI)FamilyRcsourcesl)ａｔａＢ【ＩＳＣで、ｌ()()()ｲ'２代'1'ごろの計数。
20)ＢＭＡ,ＳＯ２/(７１１/)()ﾉﾉ//Sc/ＩＣﾉﾉ１１/Ｍﾉﾉ(J//()"cﾉﾉ,j９．３５．，４．ＯｋＬ２()01. 
21）たとえば、｜|]西ドイツのlli身ｿ)ｆでは公|'|ﾘｲｌｉ金の純所得合計に11iめる割合は６１％であるが、東のili身ﾘ)ごｒ
では９１％を占めている。Ｓ(）zﾉﾛﾉﾉ)oﾉﾉ/ＭＩＣﾉﾉﾘi)）'"Ｍ//()"(w,(ﾉﾉｹ.cノハ
22）ここでいう退職後所1Mとは６７歳前後の|||洲;三１１の家族ないしはlli身些,jfの所得であり、過l11ilLていない人の1ﾘＴ
得も一部含みうる。したがって厳密には退職後所得の近似(['1〔である。
１０ 
単身
合計
所得5分位階層
１ ２ ３ ４ ５ 
夫婦
合計
所得5分位階層
１ ２ ３ ４ ５ 
フランス
ﾄﾞイツ
日本
スウェーデン
UＫ 
ＵＳ ７５３９４５ ●ＧＢ●●● ９６６１８１ ８７８８６６ ５８６８１４ ４６Ⅱ９４０ ０９９ １２ １ １１ ０ ０ １ ６ ８ ６５３８ ●■●● ４５９３ ８８８７ ３ ９ ９５２４２ ０●●●● ７８９９３ ７７７６６ ９９７５２４ ●●●ＤＣ● ４３１５４５ ８７７７６５ 85.6 69.8 9９ 80.5 5９ ５７ ９５４２９１ ●●●●●● ８３５７７６ ７８７７６４ ９１６２４７ ●■●●●■ １７５３５６ ９８７８９５ １４６８８ ●●●●● ５４９５６ ８８６７６ ７ ４ ８８ ●■ １２ ８８ ６ ６ ３６６ ■●● ５１３ ７６４ ４８８５２６ ①●■■●● ０９９６１３ ８７６７６４ １７ ３４ ７８ ７７ ８７ １２ ●● ０６ ７４ 
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＜表３＞退職後所得に占める公的年金の割合１）
(％） 
１１２１３１４１５１合計’２１３１４１５
l）６５歳前後の世帯主家族の総所得に占める公的年金およびその他の公的移転収入の割合
く表２＞と同じ出所
く表４＞退職後所得の構成
(％） 
公的その他局稼｛守資産計公的その他計稼１守資産計
く表２＞と同じ１１}所
第１に、＜表２＞が示す迫11MW変可処分所得合計の代替率では、ドイツは平均的なところに位置
している。言い換えれば、英米２１正|を除いた４カ国における所得代替率には大差は見られないとい
うことである。これにたいして英米２１Iilは次の２点で他の４力匡|と(;Ⅱ逸している。一つは、退職後
可処分所得平均の代替率が他の４力|工|に比べて１０％から２０％ポイントも低い。アメリカの夫婦の
代替率は４６１％で、ドイツの半分柵斐の水準である。いま一つは、代替率が上位所得層ほど低く
なるのは一般的傾向であるが、英米iiliil正|では他の|玉|に比べてこの右下がりの趨勢が一層強いという
ことである。これは公的年金および公'''０扶助が下位所得lPilにｲ|]対的に厚く支給されている結果であ
る。これら２点の特徴は、英米両|玉|の公'119老後保障が、ドイツに代表される賃金代替ｲ｢金とは違っ
て、低所得層にﾉﾉﾉ片(を置いた、生存に必要な最低MMT得を保証する防貧政策という性格が強いこと
からきているものである。この点はく表３＞を検討すればさらにlﾘｌ１ｉｉＩ２になる。
第２に、＜表３＞によって退職後ⅣT得に占める公''1ﾘｲ|ﾐ金の割合をみると、比率が高いドイツ、
フランス、スウェーデンのグループと、比率が低い英米と'三１本のグループに大別することができ、
1１ 
単身
合計
所得５分位階層
１ ２ ３ ４ ５ 
夫婦
合計
所得５分位階層
１ ２ ３ ４ ５ 
フランス
ﾄﾞイツ
日本
スウェーデン
ＵＫ 
ＵＳ ３９４１８８ ■●●●■● ８１２１０５ ６８５７６４ ５７４３８１ ■■■●■● ３２０２１４ ９９７８９９ ４４６３３３ ●●のＣＤ■９２３３９５ ８９７８８８ ７１７ ４７５ ８８６ ２ ８ ５１ ３５ ８６ ２６２６４ ０●●●■ ７３１６１ ７８７７６ ９ ４ ５２６４８５ ●●●●●の２１３６０２ ５７３５３２ ２５３２８７ ●●●■●● ７０８３４９ ６７４６４３ １３８１７６ ■●●●、●００７６９５ ９９６８８８ 8３ 8６．６ 7６ 7９．６ ７５．９ 6５ ２６９２１８ ●①●●●● ７４６４１５ ７８６７６５ ５４７１３ ●●●●■ ３８４６２ ７７５６４ ２ ４ ３１８９８４ ●●■●●● １９６１８０ ５４２４１２ 
単身
移転所得 自己調達所得
的 の他 計 稼得 資産 計
夫婦
移転所得 自己調達所得
公 その他 計 稼得 産 計
フランス
ﾄﾞイツ
日本
スウェーデン
ＵＫ 
ＵＳ ４９４１７８ ●●●●●■ ８１２１０５ ６８５７６４ ９８９７５ ■●■●ウ４４８９５ １１２ ４８２１４３ ８６７００１ ６８５９８７ １５５５７３ ０■■。■凸７４５２４８ ２ ６８３４９４ ●●●■●● ４８７７４０ ２ １ １２ ６３８９６７ ●Ｂ■●●■ １３２９９８ ３１４ １２ ２５３１８７ ●●●●■● ７０８３４９ ６７４６４３ ７６２４ ａ２９４ １２ ５ ２ ２２９３２７ ●■●●●■ ７６０２０４ ６７５８６６ ２１９５８２ のＣＤ●●■９２２１６４ １３１１１ ６８２２４１ ３１６６１ １ ２１１ ２ ８８１７８３ ｑの■●●●２３９７０５ ３２４１３３ 
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ドイツは高いグループのなかでも際立って高いことが分かる。また、この比率を所得階層別に見る
と、どこの国でも所得にたいしてlⅢ白な逆進性が認められるが、その程度は比率が低いグループほ
ど強いことが分かる。比率の高いグループの代表としてドイツを、低い国の代表としてアメリカを
とり、それぞれの最下位屑（第１．５分位）と最_上位層（第５．５分位）の比率を比較するとつぎの
ようになる。先ず単身者の場合、ドイツは92.7％→７１２％にたいしてアメリカは94.1％→22.5％、
すなわち第１．５分位階層における公的年金の比率はほとんど変わりがないのにたいして、第５．５
分位階層ではアメリカの比率はドイツの３分の１に過ぎない。夫婦の場合もやや程度は緩やかにな
るが、ほぼ同じことがいえる。
＜表２＞とく表３＞を総合すると次のようになる。ヨーロッパ大陸３カ国では公的年金を111
心に手厚い老後保障が行われている。公的年金の意義は所得階層が｣二に行くほど低下するが、最上
層でも公的年金は過IWI後可処分所得の４２％から７１％のり;Ｉ合を占めており、老後保障の大黒柱とし
ての役割を果たしている。これにたいして英米両国では、第２．５分位までの低所得層については、
公的年金23)の役割が極めて大きく、退職後可処分所得の６５％から９４％を占め、退職後可処分所得
の代替率を５０％から120％という高い水準にl1ilし上げている。だが、第５．５分位の所得層におい
ては退職後可処分所得に占める公的年金の比重は１９％から３１％という低位率にとどまっており、
公的年金は高額所得屑にとっては老後保障の脇役でしかない。
ちなみに、日本は、迫|IMI後可処分所得の代替率では袴iい比率のグループに属していたが、退職後
可処分所得に占める公''１ﾘｲ'１余の割合では英米の低率グループに偶するという涙じれた関係になって
いる。その原因はく表４＞を見れば一目瞭然である。
＜表４＞でもっとも'三|立っているのは、’三１本の稼得所得比率が26％ないし３３％と飛びぬけて
高いことである。この３つの表では、６７歳前後の高齢者ないしその家族の所得を退職後可処分所
得と読み替えている。早IUl退峨志l1fT1の強いヨーロッパについてはこの想定は十分根拠があるが、高
齢者就労の意欲の強い'三|本では退11M(後所得のなかに過IIMl前所得がかなりの割合で混入していると思
われる。それが高い稼得所得比率となって現れ、また退IMI後可処分所得の代替率を実態以上にllllし
上げているのである。
公的年金と企業ｲﾄﾞ金と個人貯蓄は老後保|境の３水柱だといわれる。しかし柱の大きさは国によっ
て大いに異なるのである。最後に、対照的なドイツとアメリカについて、それぞれの柱の大きさを
く表４＞によって確認しておこう。
23）この統計では公的年金のなかに公的扶助も含まれている。特にイギリスでは高齢者の公的扶助受給比率が比
較的に高いことに翻意しておく必要がある。
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アメリカは公的年金が40ないし４６％、企業ｲ'三余が２５％|｢iil後、個人貯蓄が２０％前後であるのに
たいして、ドイツは公的イド金が７１ないし８２％、企業11三金が５ないし６％、個人貯蓄が９ないし
１２％という橘成になっており、アメリカでは３つの柱がそれぞれにZUIな役割を果たしているの
にたいして、ドイツでは公的lli金という大きな大ｌ１Ｍ１ｉが１本ありＴ他の２本は細い小さな支柱に過
ぎない。2001ｲ|ﾕｲﾄﾞ金改革は、この大黒柱拙造を英米流３水柱WVi造の力lfilへ転轍する試みの第１歩
であった。
３年金改革の契機と経緯
高度成長期、ドイツの所得比例動態ｲﾄﾞ金は、経済成長の成采を退職者へも均霜させながら、充実
した老後保障機能を発揮した。1970ｲｌｉ代初頭までの公l《〃11ﾐ金のlU:界的)趨勢が、ドイツの公的ｲ1ﾐ金
を範例としつつ、所得比例ｲﾄﾞ金の採１１|という方IrTlに収散していったのは当然である。その対極をな
す均一拠出均一給付の制度をもってlll発したイギリスの公｢1ﾘｲ|ﾐ金が、防貧機能さえ十分には果たし
えず、結局、1978年の所得比例国家ｲIﾐ金（SERPS）を導入せざるを得なかったという事実は、所
得比例年金への収敏現象を破終''１９に{M1疋するものであった。だが、そのときはすでに高度経済成長
と所得比例動態ｲ|ﾐ余の相互促進的なlWiIi環関係を文える条|/|:は失われつつあった。「編祉元年」は
－，|ﾘ|にして「編祉見直し」に変転し、１１K課力式の所得比例ｲ|ﾐ金の「持続可能性」が|A1われるように
なった。
転換の最初の契機は1970年代のいわゆるスタグフレーションである。長)０１失業は年金財政を圧
迫したばかりではなく、イiﾐ金請求権の水準を蕗とすことによって被保険背liUの等質''112を低下させ、
所得比例動態ｆ１ｉ金の正当性に疑義をＬＩｉぜしめる一因にもなった。
しかし不況そのものは所得比例動態ｲｌｉ金にとって打'１M不能な障害ではない。年金水準が現役賃金
と連動する動態イド金では、高度経済成長１０１に賃金｣二芥を反|U↓したのと|司様に、不況)Ｕｌには賃金蝋Ｊ１)Ⅱ
率の減退あるいは賃金下蕗を反映してｲＩｉ金水準がIIllIIillさるからである。不況の影響は他の要lXlと結
合するときにはじめて実質的な障害になりうるのである。
では、ドイツの公的年金の存立を脅かし、抜本''1りなイド金改111(を促した直接''１りな契機は何であった
のか。それには、それぞれに亜なり合う、次のような３つの典'五|を挙げることができる。
第１の契機は周知の人'二|動態にかかわる要因である。出Lli率の低下24）と平均寿命の｛''1長25)によ
24）1971年に2.00を切った合計特殊出生率はその後低下し続け、1994ｲ｢に1.24の妓低値を記した後、９０年代後
半は若干上昇に転じている。ＶＤＲ資料による。
25）６５歳ｿ)子のJIz均余命は197()/1972年の12.06年から1997/1999年の15.36ｲ|ﾆﾍｲllIびている。ＶＤＲ資料による。
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る年金受給者比率（ｲＩｉ金受給者÷ル,Ｉ役被保険背）の上昇である。1990イド代初頭の樅計によると、
1990f'三には１００人の保険料拠ｌ１ｌ昔で４８人の年金受給者を支えていたが、2030f'二になると１００人で
91人を支えなければならない26)。他のZll情に変化がなければ、拠出者の負担は２倍になるという
ことである。当然の成り行きとして、1980年代以降、イＩｉ金の抜本改１１１１〔論議が盛んに行われるよう
になった。
改革論議の１つの力lhlは、育児ないし育児コストをｲi{金Ili'１度に取り込むという榊想である。力法
は大別すると２つある。１つは、子供の数によって拠出率に差異を設けるなど、拠Ⅱ}mで考慮する
もの、１つは、育児のコストを給付ｍｉでﾈIli債する力法などである27)。
第一の方法は人ｕ政策''１，色彩がM1いということの他に、）ilI主拠'二l}の扱い方など技術''19に難しいlB1
題があって'三|の'二|を見なかったのにたいして、第２の力法は1986年改革による「青ﾘ凸期'''１」の導
入というかたちで早速実1Mした。先述のように、これは休IMlIl1]の'1}産帝児)UlllUを保険料拠出jUlllllと
みなすという優遇措置である。当初は子供１人につきｌｲ'三|Ｉ㈹であったが、1992ｲ1ﾐｲ|ﾐ金改111〔で３年
'''１に延長された。本稿の三|主題である2001ｲＭﾐ金改〕１１１〔も、子供の数に応じて年金械立への助)jＭＨに
差をつけるという規定を含んでおり、イド金Ili'|度に育児コストを組み込むという発想をとり入れてい
る。
だが、これらの出産育児奨励紫は、これによって人'二l動態に影響を与えて年金|川越を根本｢１０に解
決するというような、おそろしく迂遠な計画を実行しようとするものではなく、育児コストの社会
''191zll(i化によって多少なりとも公平性を'111復しょうという意|又|からⅡ}たものであって、人'二ｌ高ili6化
に基lK1する難'111そのものを現実|ｾﾞﾙに解決しうるものではない。したがって、年金受給者比率の急上
ｹﾄが現実的な｜Ⅲ]策を促〕しIするようになる1990ｲ'１代になると、年金改革論の比７１tは賦課力式の所
得比例年金にllRって代わる新しいｲ'２余ＩＩｉ'|度の提案へ移っていくことになる。それは、イド金政鉱がiii
なるｲIﾐ金財政の救済策の域をi越えて、公''１９１１弓金のjl{当Wliに触れる|H1題へと雁開していったことを意
味する。
賃金代替ｲ1三余を可能にするｲ'三金/MIiを維持しながら、イli金受給者比率の急上昇に対処しなければ
ならないとすれば、遅かれ早かれｌＩ１ＩｌｌｌＩ率を大'''１１１にリ|き｣1げる以外に選Ｉ)(lljl〔はない。しかし拠11}率の
人'隔な引き｣iげは負１１１と受維の世代lll1WlzのIHI迦を惹起し、mT得比例lilj態ｲ'三金の命綱であるＩＵ:代llll
l1j約を破綻させてしまう28)。事実、199()年代になると、UlLliコーホートごとの公''1ﾘｲ|ﾐ金|ﾉ､１部利益
26)労働者及びI1Mitl年金受給背、但し寡Ｉｌｉ)ｲ'三金は除く。ＢＭＡ,1991,Ｓ､148.
27）1980年代のｲIﾕ命改１１１１〔論議については、ノ)Ⅱ藤榮一、1988ｲ'２，260ページ以下を参'1(!されたい。
28）1990年代には、世代'''1連ｲ||;どころか'１１:代'''１戦争がはじまったという主張さえみられた。こｵ1にたいしてIU:代
’'１Ⅱｲｶ約は'1Ｍだという反論ももちろんある。たとえば、Ril〕Ｉｌｅ＆Wagnel1S288ffをみよ。
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率なるものを算'1)する世界的流行がドイツにも及び、その計算結果を振りかざして完全積立方式の
年金に幅換すべしという主張が支持者を増やしてきた29)。
＜表５＞老齢・稼得能力減退年金の年金給付額別構成
（２０００年１２月３１日現在）
(％；ＤＭ） 
BerichtderBulldesregierlIng(Relltellvel･sicherullgsl)ericht2001)により作成
ｌルＭ９な年金故ＩＩＩＨを促す第２の契機は、すでにたびたび言及した被保険ＴＷ)|司質`lLliの低~卜である。
長)０１失業、外圧１人労(勤者、東ドイツの統合、女'|ﾘﾐのﾂﾌﾞ側ﾉﾉ化率の急上昇などの要'五1によって、保険
IUllll1や賃金水準のばらつきが大きくなり、無視できない比率で低年金背が発生した。
＜表５＞によれば、イ1ﾐ金額が1,2()()I)Ｍ未i1Miのもの、つまり公的扶助/|<準30)に達しない低ｲ'１金
の受給者が、ｿ)子本人年金でも１３％、女子本人ｲ|ﾐ余と寡婦・遺児ｲ'二余にいたってはｲ'三金受給者の６
割以｣二に達する。
もちろん、低ｲ|ﾐ金昔がすべて低所得Tlfとは限らない。たとえば、1999ｲ|ﾐに老齢ｲ|ﾐ金受給者（夫
婦）の４％がｲ|ﾐ余月額５００１)Ｍ未ilMiのⅢ胴に属しており、その平均ｲ|ﾐ金額は３３３ＤＭであるが、か
れらの平均純所得額は３８８７ＤＭであった31)。これは、llMi貝ｲ1三金等に任意で加入している|≦|営業者
の稼得所得や任官公務員の恩給が高額であるために/ｌｉじたことである。とくに男子本人年金のＩＭミ
金については、」ﾐたる収入がほかにある場合が多いと考えるべきだろう。
しかし公的年金を主たる収入源としなければならない低ｲ'三余者が多数行ｲI|ﾐすることも紛れもない
29）代表｢1ﾘ論考として、AxelH､B6rsch-Slll)all,Ｓ､21-68.がある。かれは、現行のlIii(iiIM力式年金では近い将来の人
｜］''１１題に対処できないこと、世代'１１１１ﾉﾘ部利ｌＩＩｔ率のイミ公平はやがて公｢1り年金からの脱退圧ﾉﾉを生み'1}し、それ
をlIllえることができなくなること、元金｛11位方式への移行は過渡I0llll:代の２m1l11なしで可能であること、
などを主張している。
3o）社会扶助（Sozialhilfe）の支給額は州によって若二｢1,1&なるが、平均すると2()()(〕`lﾐ７１三１１［|現｛l｢ﾐ、次のように
なっている（ﾉｰ|額ＤＭ；プノッコ内はllj外（ドイツ)。iii身1,21(）（1,()71）；夫婦1,9()４（1,740）；ノミ婦子供1人
2,458（2,260）；夫婦子供２人2,978（2,761）；夫婦子供３人3,519（3,252)。ＢＭＡ,Lel)enslagenillDeutschl【111.,
Ｓ､122. 
31）Blln(Iesregierullg,Rel〕tenversichel･ullgsl)cricht2001,ＵＩ)ersichtA1()．
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年金給付月額(ＤＭ） 被保険者本人年金男子
被保険者本人年金
女子 寡婦・遺児年金
1200未満 1３．１ 63.4 6０．２ 
１２００～２１００ ４１．２ 33.0 3７．８ 
2100以上 4５．７ 3.5 1.8 
平均給付額;合計 1990.60；１００．０ 987.36；１００．０ 1106.18；１００．０ 
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事実である。もっとも深刻な''1題は女子本人ｲ1ﾐ金における低年金である。
一般に２０世紀の社会保障ilill度は専業主婦家族（Inalebreadwillnerftllnily：mbf）を前提にして柵
築されている。したがって公的年金Ilill度が被保険者として対､象にするのは、稼得者でありかつＩ止帯
主である夫なのであって、要は付ⅢⅡ給付ないし寡婦11ﾐ金の対象とされるに過ぎない。女性本人が被
保険者になるのは例外的なこととして考えられてきた。
ところが1970ｲﾄﾞ代を転機に、女'ｌｌｌｉの恒常的就労や非婚|司楼など社会行動の革命的な変化が進行
したためにInl)fが急速に解体し始め、ｍｌ)fを前提にしていた社会保障(Iill度は現実との|Ｈ１に齪齢をき
たすようになった。そのもっとも深刻な事例の一つが女性被保険者の低年金である。女性の社会行
動の変化があまりにも急速であるために、経済システムがそれに対応できず、女性労働ﾌﾞﾌをシステ
ム内に定着させきれないまま、女性の扉Ⅲ条件はきわめて不安定な状態で雌移してきたのである。
しかも、雇)'１条件の不安定'lLliは２重の意味で年金水準を低卜させる。
ドイツの公的ｲ'三金では、Ililjl人のｲ1ﾐ令緬を決定する哩囚は現役時代の賃金（個人報Iwll点数）と就労
年数（保険期||Ⅱ）である。一般的な|'JIln1として、賃金のjl:'1対的水準が低い人は就労ｲＩｉ数も短いとい
う関係が見られる。その結采、賃金格差以上にｲ'ﾐ金格差が|)|lいてしまうことになる。たとえば
1990ｲﾄﾞ代央の時点で、男子被扉H1者の公的f'三余対象労働報WIlの卜限はIlr均の８０％、」二限は160％
であった。つまり労賃格兼は２倍である｡仮に労I1lﾘ1報酬８０％の人の保険期間が3011ﾐ、160％の人
の保険期間が45年であったとすると、i11ii者のｲﾄﾞ金は2,400（80×30）と7,200（160×45)、すなわ
ちｲ｢金格差は３倍になる。実際にも、1993年のIIili員イド金における新規裁定年金の格差は2.8倍で
あった32)。
ドイツの所得比例年金が労I11il者、’ＩＭＩ員の｢''心部分にたいしては優れた老後生活保障機能を発揮し
てきたことはIlll違いないが、他力、女性、外|正|人、長期失業者等、低賃金と短期'''１就労という不利
な条件を背負った新規参入者にとっては、その生活保障機能に著しい限界があることもまた紛れも
ない事実である。
したがって、とくにマイノリテイの利害を重視する立場から見れば、その所得保障機能に無視で
きない偏椅が認められる以｣二、このような公的ｲﾄﾞ余を多額の税金を使ってまでして維持する意味は
ないということになろう。連邦支出金はｲ'三金保I倹者収入の２０％|iii後を占めているのである。
かつて鈩体Ilill批判をその基本的政治1111念として掲げていた「緑の党」が、「賃労(勅偏重」の所得
比例ｲF金を廃,|して、全額11ｲ政資金でllI1う全'五1民均一の定額基礎年金を主張したのは、このような
文脈からであった。その後、緑の党が政椛政党になり、基礎ｲ｢金のかんばんを下ろした後も、ザク
32)DieterSchewe,Ｓ､２６２ff． 
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セン州首相クルト・ビーデンコップフやマインハルト・ミーゲルによって某礎年金橘想は公的年金
のl111i-の存続策として主張されている33)。
要するに、ドイツの公的年金は「スキュラとカリュブデイスのIlUに挟まれて進退窮まり、賦課方
式は破綻寸前とまでは言わないとしても、深亥ｌｌな危機に陥っていることは|ﾘ１１とlになり34)｣、賦課方
式の所得比例年金に代わる抜本的な代替案が当然のこととして提起されたのである。だが、与党も
野党も労働組合も、その他年金|對係卜11体は総じて、lliilI課方式の所得比例動態ｲ｢金を廃止して完全積
立力式や基礎年金に移行することにはlljililil反対という姿勢を、少なくとも1990年代までは貫いた。
1999ｲ|ﾐｲIﾐ金改革は、このような(1)|］なし状況のなかで、lliII課方式の所得比例年金の基本`性格は維
持しながらその持続可能性をなんとかIilIi保しようとする最後の試みであった。
1999ｲ'二１１昊金改革は、労働社会人１１１ノルベルト．ブリュムを議長とする述邦政府委員会の答申
｢ｲｌｉ金保険の更なる発展」（1997ｲ1ﾐｌ｝1271三|）によって骨子を与えられた。
答１１１は先ず、広範な|司意を得て実ＬＬた1992ｲ|ﾐｲ'三金改革から僅か数年にして、さらに抜本的な
ＩＩｉＩｌ度改正が必要になったI1I1lilとして、公''１９年金にたいする|玉|民の支持が衰えてきたという事実を指
摘している。公的ｲ｢金にたいする|工|民の支持を｢'１洲達すことが年金改11,1(の眼｢1であり、具体的には
次の３点が挙げられた35)。
節’に、人口構成の変化によって了/M1される負担の剛大は、将来の腓,|役１１代が過大な負担を負わ
ないように、だが他力、年金受給世代にたいしても「適切な」保障/Ｍｌｉが維持されるように、配分
されなければならない。
第２に、グローバリゼーションによって先鋭化した|玉|際競争にかんがみて、ドイツの経済立地条
件を強化するために、拠出率に上限を設ける必要がある。
だが第３に、現行}|i'１度の基本性格はﾙ''1持すべきであり、完全積立力式や基礎年金橘想による代替
提案は害あって益なく、いずれも退ける。
この改茄案で何よりも注'三lされるのは、イ'１金改革のＩｌＭｌｌ]として、人'二Ⅱｌｉｌ１態の変化と並んでグロー
バリゼーションを挙げていることである。グローバリゼーションの進行によって国際的な産業立地
33）ビーデンコップフの提案は、ドイツで２５ｲ'１以-12の納税義務を果たしたTl｢民はすべて、１人当り国民所得の
５５％に相当する基礎年金の請求樅をｲ丁する。構想が提案された1997年'１寺点では、介謎保険拠111金を含めて
月額ｌ５４０ＤＭ、手取り月額１，３００，Ｍ。（()corgRecht,Ｓ､ｌ３５ｆ.)。このWMi想にたいして、社会法学者BaroIlM
MaydeⅡは次の５点を挙げて批判している。①税収を[1ｲ源とする基礎年金のﾉMliは社会扶助の水ｉ１ｌｉとあまり
変わらない低位に｣|急まらざるを得ない。②税収の変動によって給付水準が不安定になる。③世代''１１連帯や育
児への配慮ができない。④IIill度転換のコストが大きすぎる。⑤基礎年金を議論すること自体公的年金への信
願性を犠牲にする。CfDietrichvbLeszczyllski,Ｓ・ｌ６１ｆ
３４）B6sch-Supan,Ｓ､39. 
35）Recht,Ｓ､１３５． 
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競争が激化し、これが一国のｲﾄﾞ金政策に規定llDな影響を与えるようになったという認識である。す
なわち、年金改革を促迫した第三の契機はグローバリゼーションであった。
さて、1997イドl2I1に制定された1999年年金改111j；の|人l容は、３ｲ1{'''1の育児期''１１における「みなし
保険料拠出」を従来の平均賃金の７５％から段階Ｉ(１９にリ|き上げて2000イドまでに１００％とすること、
障害年金の幣理合HI1化によるｲ'三金支給|ﾙ|始年齢のり|きIげを狙った措世、失業および高齢者部分就
労を理由とする老齢年金や女|ﾉliのための特別ｲ|ﾐ金や長)０１被保険者ｲ1三余など、被保険者一般ｲＩｉ金以外
の年金の支給条件を厳格にする||脳、連邦支Ⅱ}余の贈額による拠出率のlIllIIi'|など、多岐にわたるが、
何といっても改革の|限|=|は、年金洲盤に平均余命の｜''１長という要素を))Ⅱ味して年金水準-12界の抑fIi'１
を図るという新機IIilllを採用したことにあった36)。
具体的には、８１１三前の７月１１三１時ﾉA(における６５歳のilz均余命のｲ'三lll1lml1率をIilli定し、その２分
の１に相当する率だけ現行年金Illli値を３|き下げる。つまり、その比率だけ年金水準_上昇を平均賃金
l剛Ⅱ率より遅らせる。平均余命の算定時点を８ｲ|ﾐ前にずらしたのは、平均余命('１１長の基準を1992
年年金改茄からの変化に置いたためであり、卿〃Ⅱ率の半分を通１１Ｉすることにしたのは、高齢化によ
る負担増を現役の拠Ⅱ|者と年金受給者との間で等しく分担する趣旨だと説l11Elされている。なお、平
均余命要素を算入することによってＨ１1行ｲ|ﾖ金(l11iIuがIiMi額したり、イ|ﾐ金水rl1iがネットの代替率で平均
賃金の６４％以下になるようなｴ１１:態は避けることが保証されている。
イ'三余受給者の平均余命がｲ''１びてｲ１１余支給期'''１が長くなれば、イド金水i11iが~「がるのは保険原1111とし
て当然のことである、というのが1999ｲ|ﾐ年金改革法の立法者の言い分である。確かに、横立方式
のｲ'三金を想疋すれば、年金支給に充当される財伽;（（梢立金の元利合計）が一定であるから、支給lUl
llllが長くなればイド金緬が減額するのは道1111である。しかし賦課力式のｲﾄﾞ余にこれを通１１|するのは恋
意''１ﾘであることを免れがたい37)。
１１武課方式の所得比例年金という基本は維持しながら、グローバリゼーションの進行による産業立
地競争の激化に対jil《して何とかｲ'三金/|<''１１iの｣2界をl川i'|するためには、すでに破綻は|ﾘ旧な等｛111i原11'｜
擬Ilillにしがみつかざるを得なかったというのが実''11;であろう。ＶＤＲの1111計によると、2020年の拠
出率は、現行法では良いシナリオで22.9％、恕いシナリオでは23.5％になるが、1999ｲlﾐ改革法が
3(i）1999年年金改革の|ﾉﾘ容については、次の文献を参１１((されたい。ＶI)RinfO，Ｉ)ieAnderullgellim
Rentenvel･sicherullgs1℃clltell（Iul･cｈ（lasReIltell1･efol･Ingesctz1999,1()．Oktobel・’997.ＶI)Ｒ，Progllos-Gutachtell
zurfina】〕zieⅡellEIltwicklungdcrgesetzlichcIlRelltellversicllerullg,06.()6.1998.（http:"wwwbv(me/intemeVvdr/)．
古瀬徹ほか編『先進諸国の社会保障④ドイツ」来京入学''１版会1999ｲ1三、第17章（Wl1[１１功縞）
37）スウェーデンの1999ｲIﾐ年金改iYiでも平均余命の変化とｲ|:金ﾉ|<準をjLlnRl1させる〃式が採１１１された。スウェー
デンの場合は、ｌＩｉ(課ﾉJ式の公'''9ｲ'二金を拠}l}確定Liuにして、ｉｆ余変化率を利'１１りの代理変数とする擬似積立〃
式によって年金航を決めるという、等Illli原Ⅱ||擬ilillの染ｲﾉｌＫ化によって怒意性を免れる工夫をしている。
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週１１'されれば20.4％と２L０％にlIlllillされる。企業の社会負llL1を産業立地競争にiIilえうる範１１１に抑
えなければならないというのが、1999年ｲＩｉ余改革の韮Ｌ命令であったといってよい。
だが、1999ｲ'三年金改11'i法は、1998ｲ1二９）lに政権交代したシュレーダー政椛の下でIlill定された年
金修正法によって、大幅な修正ないし－部施行伸lこの１群世を象った゜とくにｲ１１余調終の算式に平均
余命を算入する規定は、1999ｲ|ﾐおよび200()ｲ1ﾐにつき執行を||IILすることとされた38)。そのIlllに、
SPD・９０ｲ'三同１Ｗ緑の党連合政府は、１ﾘT得比例動態ｲｌｉ余の本質にIIllれるｲ'三金改革をilliI111iすることに
なるのである。
４．２００１年年金改革の概要
2001ｲ|ﾐｲ1三金改1Ｗ)基本|櫛造は、連合政府作業グループが2000年５)－１に起草|是案した「ドイツ再
41ｉ年金改革2000｣39)によって与えられた。政府はこの樅AMを基にして2000イド９)]に「公的ｲ1ﾐ金
改革のための討議Wl:案｣40)を発表して、イ'１余関係'１１体や専1111家たちの検討に委ねた。その結采提起
された批)l1ll的意見弊を剛ｌ１Ｉｉ<Iして修正された2001ｲ1ﾐｲＩｉ金改111〔法は、2001ｲ1ﾐ１１'261三|に連邦議会を通
過し、５１三１１１１]にiLMI参誠院で１１１決され、２()()2ｲ|ﾐ１)１１１］をもって施行された。なお、2001ｲ|ﾐｲ|ﾐ金
改革法は連邦参議院の承認を必典とするZlvjI1を集めたi高齢洲ｲ廠法（A1tcrsvcrIllogcllsgesetz）と、
連):|l参議院の/ｋ認を必要としない１，，を集成した高ｌｌｉＭ:11ﾉｌＷｆ－Ｉ(ili完法（AItcrsvermogcIls-
Ergtillzungsgesctz）という２つのＩＭＬに分iIilIM1されたので、後1ｌｆは１）'2611の時点で成立してい
る41)。
以下、政府原案、修正意兇、新ｲ'三金flill度の||『lで2001ｲ｢ｲＭ>改革の概喚を述べていく。
（１）政府原案の骨子
連邦ﾂﾅI1Iil1社会行の解説によると、イ|ﾐ金改ｊＩＩＩ〔の|='''１９は３つある42)。
第１は、世代''１１の公平な負111洲盤である。年金受給者には将来とも「遡り)な」し'二iiIi/|<iＩｌｉ（ein
38)イ'二金修il2法については、ＶI〕Rillf()Ｎ1%５Ｖ()ｍ()3.12.19()8,Rcntenkor1℃kturgcsctzimU1)crblick､を参11(1.
39）ＳＰＤｌｌｌｌ(lBiin(1mis（)(ｙＤｌＥＧＲＵＮＥＮＩ〈o【lliti()I]sflrl〕eitsgl･'11)I)e，Ｉ北lltschl&llldcrllcucrI1‐RelltelllCforln2()00．
（)esetzlicheRclltcllversichcrllllglllldl（【１１)italge(lccktcZusalzvors()rge．Ｉ)Cl･weHineillcsichercZukullft、Bcrlill，
３０.Mai２()00.::：（＊はillterllctからとったもの)．
40）Ｉ)iskussiollselltwllr［zlll‐ＲＣＩ()rln（ICI・gcsetzlicllenRcIllcllvcrsichcl･IIIlguIl(ｌｚｕ1.Ｆ()r(Ierullg（IesAllH)ausciIles
kapitalgcdecktcllVbl･In6gellszurA1tel･svorsorHc.＊ 
41）200111ﾐｲ|：金改ｊＩｌＩｉはこの２つの法↑'1の他に、橡１Ｍ苣能ﾉﾉ減退によるｲＭ２改11K法の３つから構成さｵ1ているが、本
稿では稼得能ﾉﾉ減退によるｲ|ﾐ金の考察はすべて;!;'|愛１－る。
42）ＢＭＡ,l)asKollzel〕t(IerRelltellreh)ｒｍ２()()0,ｏＪ.(http:"wwwbl)Ima.(ＩＣ/)；WaltcrRicstel;Ｓ､330-332.
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angemessenerLebellsstall(lar(1)を保障し、粕:い'U:代にはｲ１A金''１１翅の解決が彼らの負担で行わｵlるこ
とはないという証を示すことである。
第２は、老後保障の踵lUll’１りな安定であり、そのためにはｲ|ﾐ金保険の拠出率を安定させなければな
らない。安定した拠'1}率こそがｲ|ﾐ余保険への信頼性をつくりだす。
第３に、「〈|ﾐ金保険の安定したⅢ'1}率は、賃金付lillコストを限定することによって、より多くの
成長と扉)'１のための、そして絲済立地ドイツを保証するための|iii提条件をつくりだすという、いま
１つの|=|的を追求すことにもなる｡」
見られる皿り、｜｣標は３つ|}jげられているが、３つを、してｌｉｉ洲されているのはｌＵｌＩ率の安定で
ある。イ１２余生活背の「適切な」ＬＩｉｉｉＭ〈準はバランス|Zいわれているに過ぎないことは、「適切」の
具体的な水準を見れば了111ｲ(されよう。
拠出率の安定とは将来にわたって拠出率を２２％以下に抑えるということである。これは1999ｲ|ミ
イ|ﾐ金改111〔の|=|標よりずっと厳しい。1999ｲ'三改革では、良いシナリオで2030年の拠lⅡ率は23.3％で
あった。
拠(1)率の安疋という|=|標を達成する手段として政府原案が提案したのは、横立力式の老後保障ＩｌｉＩｌ
ｌ糞の椛築と｛Ii金計iii:算式に洲縦係数（Ausgleichshlktor）を導入することである。
2030ｲｌｉの１m(Ⅱ率を２２％にllllえるためにはｲＩｉ金水】i(1１（標ｊＩＩｉｲ|ﾐ金の賃金代替率）を６４％牒度にl[||え
なければならない43)。１M行のｲ１１金ﾉMIiは７０％稗度であるから、代替率を６％ポイントリ|き下げな
ければならない。それを行うのが洲耀係数である。訓終係数は２()11年の0.3％から始まって、伽12
0.3％づつ増額され、２０ｲﾄﾞ後の203()ｲＩｉには６％になるという仕１１;ﾄけである。
後述するように、2001ｲ|ﾐｲ|ﾐ金改ｊＩＩ１ｉはｲ｢金調盤にⅢいる純賀金概念を変更したので、新方式での
ｲ|ﾐ金水準64％は現行方式で評(|||iすると６１ないし６２％になる44)。つまり賃金代替率を１０％ポイント
近くもり|き下げることを愈味する。これでは多くのｲli金受給者に「jmiiMな」生活水21進を保障するこ
とはできない。そこで公|'|ﾘｲI{金の減少を｜IliうものとしてIi1i立力式の民HIl老後保障(|i'１度が提案され、
そのための械極''１りな奨励策が策定された。具体｢19には、公'''9ｲ1：金の被保険者が任意で各|÷|の総ff金
の４％を積立ﾉﾌ式の老後保障勘疋に払込むと、’'１低所ｲﾘ:者にはﾄﾞili給金が、高所得背には所得税減税
が与えられる。ただしｈ１ｉｌｌｆ率が４％になるのは2008ｲ|:以降であって、2001ｲ'三から2007ｲ|;まではll1（
立率が師年0.5％づつ1Wえていくことになる。
4:l）年金/|<準の~|く限を６４％にしたのは、｛12余水ilfをこれ以1<に~卜げると標準ｲIﾐ金以下の年金は社会扶助のﾉ|<ｌｉＷｉ
に近づき、社会係|険の１１１当性が'111わｵlることになるからである。ネット貸金代替率を６４％にした場合、お
おまかにいって〃r労ﾙﾉｲｲＭ２受給ffの３;|;'|強は|(l:会扶lDjと|荷MIliかそれ以下になる。
4`l）DIWllﾉﾘ,bcﾉﾉ(ｗｌＷｃﾉl/’３()/2()()(),S､483;Ｓ()２W』んＳ/cﾉＷﾉﾉc//,12/2()()(),Ｓ､４１６．
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政府原案を一言でいえば、拠ｌｌｌ率の_'1鼎をlIl1えるために年金ﾉ|<111；をリ|き~|くげ、それによって生じ
る老後生活水準の低下を私的な績立方式ｲＩｉ金でi(lliうというものであり、その核心は公的イド金の部分
的民憐化にある45)。
（２）政府原案批判
政府原案にたいして多力iiiから様々な批）'1'|が寄せられたが、ここでは代表｢'りな意兄として、ドイ
ツイ|ﾐ金保険者連合（VDR）の議会公聴会における意見46)と、ドイツ経済|ﾘﾄ究所（ＤｌＷ）の批判的
見解47)を紹介する。
ＶＤＲは、調整係数は社会政策上の公i[{という観点からも、また基本法_'２もlHl題があるので撤'１１’
すべきである。撤回しても、政l1illji(案が意lXlした|='''１りは達成できる、とする。社会政策上の公正と
いうのは次のような問題である。
調轆係数によるｲ|ﾐ金水準のり|~|くげは、2011ｲ|：の0.3％から始まり、ｉＭ１()３％ポイントづつ贈額
して2030年の６％引下げをもって完了する。この２０ｲｌｉＩｉＩｌにおけるiWi次''１りり|下げの対象になるのは
新規裁定イド金だけであり、既裁疋ｲ1ｉ金は洲蜷係数の影響を受けない。すなわちイド金水準リ|下げの負
１１１はｲ１１対''１９に若い世代により多くかかるように設計されている。しかもこの不公平は、政府案が年
金洲轆に川いる純賃金概念を変Ｊ１'したために、兇Ijiﾄけ以_Lに大きいことになる。
政府原案は、賃金から公的保|倹拠'1}金と新設の氏'''1積立年金勘定への払込み（llz年次で総賃金の
４％）を控除したものを、イド余洲幣における「純」賃金としている。任意であるleHU勘定への積立
を賃金から控除する理'1]を、政府は次のように税|ﾘＩしている。
「長lU1lll9には付加的な自己保障努ﾉノ（zusiitzlicheEigcnvorsorge）なしには老後における適切な生
活/|<111iを達成することは不可能なのだから、付)Ⅱ|｢1りな私｢1り老後保障１W)定へのｌｌＩ費を年金調整算式に
おいて考慮するのは理にかなったことである。４８)」
だが、ＶＤＲの判断では、私''１<)老後保障への政府の助成は「適切な」イ､]ﾌﾞﾉ||保llflfを形成するには十
分でなく、とくに公'’1911ﾐ金をl111i-の老後化liliの文えとしている低UT得厨には私的保険への積立を行
う余桁はほとんどないであろう。とすれば、少なくとも一部の公''1ﾘｲＩｉ〈i>被保険者にとっては、政府
45）政府原案にはこの他に、女Ifl；のｲ１１余樅を拡充する提案を含んでいるが、本稿ではり;||愛する。
`l(i）StclluIlgsIlahmedesVerbanｄｅｓｌ)eutschcl･Relltellversichcrullgstriigel･ｖｏｍ1.12.2()()０[(il･(lic6ffCntlicheAnh6rul)ｇ 
（Iu1･cｈ（|e,lAusschussfiirArbeitundSozial()r(11ｌｌｌｌｌｇ〔1ｃｓｌ)eutschellBun〔ICSいgesvonMolltag,delll1.12.2000,1)is
Mittwoch,｡e、13.12.200(),ｚｕｍＥ１〕twllI･fcincsGesctzcszul･RefornDdergesctzlichcIlRclltcll-versicherungundzllr
F6r(leru,lgeineskapitalgedecktellA1tcrsv()rs()rgcverlnogens(BT-I)rucks､14-4549).＊ 
`17）Ｉ)ＩＷＷＩ)cルノｌｌＭＷ３０/2000,1〕roblelne（ｌｃｒＡ１ｔｃｌ･svorsol･gealleill（lul･ｃｂＡＩｌ(Icrullg（lcsFillal〕zierullgsverhlhrells
nichtzulOsen． 
`18）ＢＭＡ,Ｄ〔lsKollzept〔IerRentcnreh)ｒｍ２０()().＊
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の改j1lr案は老後のlLli活/Mliのlﾘ|白な低~卜を意味するし、私｢１，保険への拠|[}を賃金から控除して純賃
金を算定する論拠も揺らぐことになろう。仮に私''１９保険への拠ｌＵを控除しないで年金水準を算定し
てみると、政府提案では２()30ｲ1ﾐに新腓』栽定される標準年金の代替率は、６４％ではなく６Ｌ1％にな
る。
他力、拠出率も被保険背にとっては必ずしもl経くならない。政府原案によれば、現行制度を放置
すれば2030ｲ1皇以降の拠ｌｌｌ率は２４から２６％に_ﾋｹﾞ|[するが、改lIf案はそれを２２％以－１くに抑えること
を|=|標にしている。それぞれ労使折半にすると…被保険者の負担は12ないし１３％から１１％へ峰減
されることになる。しかしこの改I1i1i案は公的ｲｆｌﾐ金の減少分を私的積立保険で補完することが当然の
前提として想定されているので、被保険者の負担はこれに４％の私的保険への拠出金が力Ⅱわり、合
計１５％の負担になる。負担l條減が実現されたのは事業主負担だけである。
憲法上の疑義と並んで、以_このような社会政策上の問題点を指摘したうえで、ＶＤＲは次のよう
な修正案を提起する。
人'二|高齢化による年金受紛者比率の｣：界にもかかわらず|処'1}率の上界を抑制しようとすれば、イ'三
余/|〈ｉＩ１ｉは下がらざるをｲﾘ:ない。その川11を政府案のようにｲⅡ対的に若い世代に集中させるのではな
く、既裁定ｲ｢金も含めてすべての１１１:代になるべく均一に分担させれば、｜u代間連帯の思想にかのう
ばかりではなく、負担分散によって各|Ⅱ:代への負ｨＩＩｊも大いにIlif減される。その方法は調整係数をイド
金洲纏算式のなかに吸収すること、具体''19には、政Ｉ付提案のｲ'三金調整算式を若干修IlL、総貸金か
らイド金保険拠|Ⅱ金と私''１９欄立保険拠|Ⅱ金を控除するのではなく、総賃金の７５％からこれら２つの
項|=|を控除することにすればよい。現行ｲ｢金ＩｌＩ１ｉ(|(〔の算式を示せば次のようになる。
llil(府案：ARt＝ARt-l×(BEt-l／BEt-2)×(l00-RVBt-1-AVAt-1)／(lOO-RVBt-2-AVAt-2）
Vl)R案：ARl＝ARt-1×(BEt-l／BEI-2)×(75-RVBt-l-AVA20()9)／(75-RVBt-2-AVA2()09）
ＡＲ＝aktucllcrRentel]ｗｅｒｔ（現行イド金I111i(ＩＩＴ）
ＢＥ＝dllrchschllittlichcsBruttoeillkolnlnenl)roArbeitnehlner（被川者当り平均総所得）
ＲＶＢ＝BeitragssatzzurgcsetzlichellRentellversicherullg（公''19年金保険拠出率）
ＡＶＡ＝Altcrsvorsorgcalltcil（私''１９老後保障|処llI分）
この案によって2030ｲﾄﾞの拠Ⅱ|率や代勝率などを試算したく表６＞によると、２()30ｲIﾐのｲ'三余/|〈
rIliは新規裁定も既裁定も弊しく６７％である。純ｲ|ﾐ金川Ｗｊは4,211ＤＭで、政府改lIl1i案と比べると
2011ｲﾄﾞ以前に蛾疋されたｲｌｉ余は831)Ｍｊｊｌｉ、２()30ｲ|えの新規蛾定ｲｌｉ金は１７５１)Ｍ蝋となる。
ＶI)Ｒ修ili案の要諦は、lUll}率を２２％以下にllllえるために必要な年金水ＺＩＩｉ引~|くげの負担を、政府
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原案のように新規裁定年金にだけ負わせるのではなく、2011ｲ'三以iiiの既裁定年金を含めて全イド金
に分散負担させることによって、新規裁定年金のｲ1三金水iLIliを政府原案の６１％ないし６４％から６７％
へ引上げることを可能にしたところにある。これによって年金故iIif案が実現可能性を大いに高めた
ことはいうまでもない。
＜表６＞２０３０年の拠出率と年金水準モデル推計
(％） 
ＶＤＲ修正案
ＶＤＲ,StelluIlgI1ahme,Ｓ､３５． 
Ａ：2011年までに哉定されている既裁定ｲIﾐ金
Ｂ：２０３０年の新AMi定年金
ＶＤＲの意見が政府原案の基ﾉＭ１随を認めた上でその実現TT1能'ｌｌｉを商める修正案であったのに対
して、ＤＩＷの見解は、公''１ﾘｲﾄﾐ金を一部随営化して老後保障にh1位ﾉﾉ式を導入するという政府案の
骨格に1体に疑|A1を呈している。政府原案は横立ﾉﾉ式優位論を1iii提にして組み立てられているが、
DIWの論考を含め、近ｲ|ﾐ多くの人が績立方式ｲ|え金の不1M：実''１ｉに娩念を表IﾘＩしてきているように49)、
績立方式優位論は根拠薄弱な議論なのだという、ＤＩＷの比ＩＮＩ'１りな立場を述べた上で、とくにイド金
水準のり|下げがもたらす弊害と私''１９老後保障のリライアビリティヘの疑llIを脂摘している。
政府は純年金水準を７０％からiWi次６４％へり|き卜げていくといっているが、現行方式で純賃金代
替率を算出すると、2030ｲ|そのｲ|孟金水準は６２％になるという、」己記のＶＤＲの見解と同様の指摘をし
た上で、年金水準引下げのlHl題として次の２点を挙げている。
第１に、保険料を拠出しても将来約束〕、りのｲＩｉ余が支給される保証はないという疑念を人々に抱
49)積立方式にたいするＤＩＷの批判論文は次の２つ。
KapitaldeckuI】g：KeillWun(1ermittel［iil･dieAItersvorsorge、Bearl).：WaHIlel；Kil･I1el；LeillcrtulldMeinha1..t．Ｉ､：
WbcﾙﾉﾉberjC/l／ｄｅｓＤＩＷ４(Ｗ８，Ｓ、833[ｆ；Einstiegill（Ｉｉｅ′lbilkal)it【lldeckullgderAItersvorsorgclnit
WachstumseillbulJenverbul1dell､Bearb.:Meil〕hal･(１t,WagnerundZwiellel;il1:Ⅱ'bcﾉﾉc"ルノ'ｊＷｄｅｓＤＩＷ４６/99,Ｓ､823ｆ
積立方式優位論を問題にした論考としては、たとえば、ＰｅｔｅｒＲ・Orszag＆JosepllEStiglitz，Rethillkil〕g
PellsionReh)ｒｍ:'llenMythsal)olltSocialSecllritySystems,presellte(1ａｔｔｈｅＣｏｌ〕ferenceollNewldeasaboutOI〔I
AgeSecuritybTheWOrldBallk，Washil】gtoll,，.Ｃ・Septelnl)ｅｒｌ４-15,1999.
2３ 
拠出率
純年金水準
民間拠出民間拠出
不算入算入
純標準年金月額
(ＤＭ） 
政府原案 ２１．８ Ａ:６４．９９68.55 
Ｂ：６１．０９64.44 
4,294 
4,036 
VDR ２１．８ 63.7567.24 4，２１１ 
現代福祉研究第３号（2003.3）
かせ、公的ｲ｢金への信頼を失わせる。第２に、低所得ないし不規則就労の被保険者にとっては、公
的年金はもはや老後生活の貧困を防御するものではなくなる|其れが－１両強くなるだろう。社会扶助
の対象者を地やさないという公的イド余の重要な機能の一つが失われることになる。
このような歌:態は、政府原案の|=|]ｆ商品である積立方式の私的保険が公的年金の欠を十分には補
えないだろうという確かな予i11'１によって、－１画深刻なものになるだろう。これまで老後所得を専ら
公'１１ﾘ年金に頼ってきた|淵画にとっては、たとえ助成梢置があっても任意の私的保険に所得の４％を
拠出する余桁はないと思われる。しかも積立方式の年金利|Ⅱ|りは極めて変動的であって、高い利祐
率を期待した積立方式ｲ|ﾐ金保険が全く１０１待はずれに終わる可能性があることを政府は_|分説|ﾘＩして
おかなければならない。
見られる〕、り、ＤＩＷは政府原案に反対し、所得比例動態年金を基本的には維持していく立場を
とったのであるが、このような兄１１Ｗは、これまでとは違って、グローバリゼーションの大潮流に足
元をすくわれ始めたドイツの|u論の人勢を(lillすることはできなかった。最大の利害関係組織である
ドイツ労(動組合総同MH（DGB）も改革の基本には同意し、調整係数の撤回と2030ｲ1三の年金水準引
下げを６７％に11ﾐめよという条件闘争の立場をとったのである５０)。この要求が上述のＶＤＲの修IE案
によって容易に吸収されうる要求であることはいうまでもない．
（３）新年金制度の概要51）
イ1ﾐ金水準についてはＶＤＲの修正意見を全milII9にとり入れた法案が成立した。すなわち、調整係
数は撤回され、既裁定、新規裁定の区別なく適川される11Ｉ金調整算式によって、2030年のｲＩｉ金水
準は６７ないし６８％の'１１１に設定された。拠Ⅱ}率は2020年までは20％以下に抑え、以後2030年まで
上昇するが２２％を超えないことが淀められた。これによって確かに年金水準は低下するが、それ
は私的付力'1年金への積立という(二ｌＵﾉ)努力で補う。’二1助努ﾌﾞﾉをするものには政府が援助する仕組みを
つくる。自助努ﾉﾉにたいする政府のuﾉﾉ成策こそが2001fﾄﾞｲﾄﾞ余改革の'二'三}<商品であった。
民間年金助成の仕力としては、補給金（Zulage）と特別支出控除（Sollderausgabenabzug）とを
セットにした税法上の助成という形式が採川|された。
補給金は助成対象被保険者本人52)に支給される基礎補給金（Grundzulage）と児童ｌ人当たりに
50)Sozjp/cSlicﾉｗＭｔｌ２/2000,Ｓ､424. 
5'）主として次の文献による。
ＢＭＡ,SchwerpunktederRelltenrefOrm,26.01.2001*;ＢＭＡ,DiellelleRente,SolidaritiitmitGewillll,ｏＪ.＊；BME 
IDachblick:PrivateAltersvorsorge,Julli200L＊ 
52）夫婦の場合、それぞれ別(|Ａｌの年金勘定契約を結べば、妻が公的ｲ'三金の被保険者でなくても２人分の基礎補給
金を支給される。
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支給される児童補給金（Kinderzulage）から成る。前者は、2002112の７５])Ｍ（年額）から漸増し、
2008年以降300ＤＭになる。後者は、児liZl人当たり2002年の９０，Ｍから始まって２００８年以降の
３６０，Ｍにいたる。
いま2008年について、夫婦子供１人、要は専業三ＭTTI、夫の年所得１()(),0001)Ｍの家族を想定する
と、ノiL礎補給金２人分600ＤＭ、児童|(||i締金１人分３６０１)Ｍ補給金の合計は960ＤＭになる。年所
得の４％、つまりこの場合は４，０００１)Ｍを私l`１９年金勘定に梢立てることがUﾉﾉ成の条件であるから、
IWli給金を差しり|いた残額3,040ＤＭをl11u拠出することになる。
他力、所得税法_'２の特別支出控除はlClIl1ｲ|ﾐ金勘定への積立全額（|÷|已拠|Ⅱ＋ﾈili給金）について認
められるので、所得税率をｔとすると、減税額は4,00()ｔとなり、減税縦がﾈ１１１給金を上'111れば、補
給金に))|lえて迫｣)Ⅱ減税が認められる。この場合は、ｔは27.1％なので〕且))||減税は１２４ＤＭ、補給金
と合わせると1,084ＤＭの助成を受けることになる。
く表７＞私的老後保障への助成（２００８年）
夫婦子供１人、公的年金被保険者１人
(ＤＭ） 
BMFL1A5/Altersvorsorge 
拠'１１合計は前年の公的年金義務所得の４％、（しlし最南縦4,1071)M
li1己拠出＝拠出合計一ﾈili給金合計。差額が最低拠{Ⅱ瀬1471)Ｍより小さい場合はｌ４７ＤＭ
追川成税＝拠出合計×所得税率－１(Ili給金
助成率＝（補給金合計十追加減税）÷''１１１１合計
政府の説lﾘ1では、この助成策は低所得Ｔｌ』fと育児優遇に111点が借かれているという。なるほどく表
7＞の助成率を見ると、低所得者の比率は格段に高い。しかし迫力Ⅱ減税の効果によって高所得者の
助成率もかなり_上昇していることを石過すべきではない。後述するように、2001年年金改革は公
I`1ﾘｲlﾐ金の持続可能性を高めることとともに、ドイツ資本TIT場の育成という'三'''19も併せ持っていたこ
とをこれは示唆している。
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前年の公的年金
義務所得 拠出合計
基礎
補給金
児童
補給金
補給金
合計 自己拠出 追加減税
助成率
(％） 
10,000 
20,000 
30,000 
40,000 
50,000 
60,000 
80,000 
91,706 
100,000 
150,000 
200,000 １１０００００８０７７ １１０００００６０００ １１２６０４２６０１１ １１１１２２３３４４４ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ ６０２ 6０２ ２２２２ ６６６６ ３３３３ ２２２２２２２ ６６６６６６６ ３３３３３３３ ４４４４４４４４４４４ ６６６６６６６６６６６ ９９９９９９９９９９９ ７７６６ ４４３３ １１２６ ６６６４６３３ ３３３０３４４ ０４２７０１１ １１２２３３３ ２ ４８６ ２９３ １３６ ７７００８００６７３９ ８８８６４４３２２３３ 
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減税措置と並んで、私''1ﾘｲ1ﾐ金奨励策としてとくに企業ｲﾄﾞ余の盤備が重視された。雇用主績立方式
に力Ⅱえて天引き自己楠立ﾉﾉ式の導入、給付ｊ０１待椛の没収不可能''1ｌｉの強化と年金のポータビリティの
実現など、企業年金の安全性と利便性を高める}普置が川定され、英米に比べて極端に小さいｲIi金資
産を急速に増大させること、ひいてはそれによって資本Tlj場を活性化させることが立法者のＫＩＩ侍で
あった。
く表８＞２００１年年金改革の期待効果
BMA-Pressestelle,１１.Mai２００１ 
私的年金の年金額はｲ'三４％の利回りを通)|’
く表８＞は2001ｲ|ﾐｲﾄﾞ金改11111の立法者がIIIIiいたその１Ｍし予想の'二1論兄書である。拠'1}率を２２％
以下に抑えた上で、2030ｲｌｉにおける公私の新規裁定ｲlH金合計の純賃金代替率は７６％に達すること
になっている。これが実現１１J能ならば、イ|ﾐ余IIill度への信llinが|回|復し、ドイツの公的年金の持続可能
性はIillii団たるものになるといっていいだろう。だが、これはあくまでも標】ｉｌｌｉｲﾄﾞ余の話であって、＜
表５＞にあるように、標準ｲ1ﾐ余以下の受給者は男子でも全受給者の４１％、女子では９６％に達す
るのである。とくに全受給背のり)子１３％、女子６３％をILiめる標準年金の半分以下の年金受給者に
とっては、複数年金がある人を別にして、公ｌｌｌ９ｲｌｉ金の|処Ⅱ}にⅢ||えて所得の４％を貯蓄する余総など
おそらくないだろう。彼らの多くは、代償|什満を利)I1できないまま生活水準の低卜を余儀なくされ
ることになるだろう。とりわけ不利な立場にたたされたのが既ｿili定年金受給者である。
2001年年金改革は、政府原案と違って、イＩｉ金水準のり|下げを新規年金だけでなく既裁定ｲ'三余に
も適用するようにしたので、2001年以前に裁疋されたｲ|主命受給者は、－力では給付水準をリ|き下
げられながら、他力ではその減少をﾈＩＩｉう私''１ﾘｲﾄﾞ金助成を利)||する機会を与えられていないという、
111代|H1不公平問題をつくりだした。とくに低所得の既放定ｲ'三余受給者の貧困''１１題が、この度のｲ'三余
改革によって一層深刻になることは避けられないだろう。もちろん、年金改革の立法者もこの|A1題
を十分に意識していた。
200Ｍ１ﾐｲ｢金改革は商lli6ﾗ,しfの貧|水ｌｌ１ｌｌ題に対処する万策として「高齢者および嫁得能ﾌﾞ]減退背のた
2６ 
公的年金
拠出率(％）
総標準年金
月額(ＤＭ）
純年金水準
(％） 
新規私的年
金月額(ＤＭ）
公私年金給
付額(ＤＭ）
公私年金年
金水準(％）
2000 
2002 
2010 
2020 
2030 ３０３４８ □●●●■ ９９８９１ １１１１２ ０６５０５ １３７２８ ●●●■● ６９３５３ ８６３２０ １２７６７ ０●▽ＢＴ０．■ ２２２３４ ８１０２０ ００９９８ ７７６６６ 0.00 2．１１ 64.03 243.61 550.99 ０８８１４ １４７８８ ●■●●● ８１７８４ ８７９６５ １２７８２ ００９０■ ２２２３５ ８１８９０ ●●■●● ０００３６ ７７７７７ 
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めの基礎保障」という新しいIlill度を導入した53)。これは公的扶ﾘﾉ１１の一机と考えるべきものだが、
社会扶助と次の点で区別される。
基礎保障も拠出なしのニーズに』i1K給付であるから、ニーズをiI1ll辻するために所得・資産調査が
行われる。ただしその範囲は、｜:'1読者本人と|司居する１１１１ＭⅡ者54)に限られ寸子供およびii1ii親につい
ては、全所得が１０万ユーロ以上ある例外的な場合を除いて、扶養義務を|川われない。高齢者が社
会扶助のll1誌をためらい、その結果「恥じらいによる貧'八１（verschiilnteArmut)」が多く発生する
のは子供やiT1ii親に所得・資産調査が及ぶためだという認識から、ミーンズ・テストは本人と|同|届配
IIll者に限定されることになった。
ノ;L礎保障を剛!#するのは1111（Kreis）または'111のj或外Wllilj（k1℃isfreieStadt）であり、１１ｲﾙjiは税収
をもって充て、連邦政府は年６億ＤＭを州に交付することになっている。
要するに、公的扶助の敷居を低くしかつ11ｲi原を拡充して高齢者の貧|水|に対処しようというのであ
る。これは、社会保険の充実によって所得保障としての公的扶助をゼロに近づけていくというドイ
ツ編祉国家の11M念からの離脱を意味することはいうまでもない。
むすび
2001年ｲ|：金改l1I1iの歴史的な意味を２つの|All趣に分けてlilI1認しておきたい。
第１は、ドイツの老後保障Ilill度を改111〔以iiiと以後で比I陵し、lTliiilfの本質的な旅ｿ,LをlﾘlliIi:にするこ
とである。
改liiIのlMlは、公''1ﾘｲ｢金の給付/Ｍ１：をリ|き1くげて、その減少分をＩｉｌｉ立力式の私''1ﾘｲ1ﾐ金で袖l文する
ことにある。政治的妥協によって給付/|<準リ|下げは当mil1M1かなものに||まったが、これが老後保障
の大きな変化の始まりであることは具Iluの論荷にはlﾘ}らかである。たとえばトーマス・エバートは
次のようにいう。
「これ（高齢者登廠法）の|ﾉﾘ容を立ち入って吟味すればいＩ<'２会国家の将来にたいして'|ﾘIjui[変史が
行われたことは全く争う余地はない。Ｉ云統|`1りなｲM2Ilill度に代えて、今後はlIiiliiiW7式Ilill度と積立〃式
の付))'1保lIj;fflill度の２段階橘造が存住することになる。当irii、量''1りな影響はＩｉｉｌＩｉかに小さい。しかし
いったん|汁lかれた逆は111なる前進を誘発し、長１０'''19に見れば、lliilii深力式の｣iL礎Ilill度は次節に後退し、
53）Gesetziil)ereinel)e(larfsorieIltierteGruIl(IsicherullgimA1terllll(lbeiErwcrbsminderullH(ＧｓｉＧ),２１.August２()()1． 
施行は２()O311Y1HlHから
54）婚姻によるNd偶者の(山、lIlﾄﾞlllAl撤似の共同41i活のパー|､ナーを含む
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それに代わって積立力式の付加Ilill度が完備されるようになることは確かであろう。５５)」
公的年金が、被雇用者の大多数にたいして、現役時代と大差ない退職後生活を保障するという、
1957年年金改革が設定した賃金代林年金の'二|標は放棄され、ドイツの老後保障制度は、一方では
より多く市場に企投する性格を帯び、他方では公１１１り扶助の一繩に他ならない基礎保障に依存する階
層の存在を容認することになった。公的年金の充実によって所得保障としての公的扶助をなくして
いくというドイツ社会国家の理念は放棄され、老後保障の一つの柱として公的扶助が公認されたの
である。ではなぜ一般の社会扶助と区別して基礎保障が新設されたのか。
ドイツの基礎保障と同類の制度はすでにイギリスのブレア政権が最低限所得保障（MIG）として
導入している。両者に共通している点は、高齢者のための公的扶助の申請バリアーを低くすること
によって、公的扶助のテイクアップ率を高めようという狙いである。これは、一般の公的扶助の申
請バリアーをますます高めて働く能力あるものを就労に駆り立てる政策とセットになっており、福
祉国家解体・再編過程における編祉改革に共通する流れである。たとえばクリントン政権下、「こ
れまでの福祉はお終いにしよう」（EIldingwelfnreasweknowit.）というスローガンのもとに、
1996年に||凸|人責任と就労機会調整法（ThePersonalResponsibilityandWOrkOpportunity
Reconciliatiol】Act）を制定し、いわゆる“welhlremother''を就労に駆り立てる措置を講じるととも
に、ニューディール以来の要扶養児茄家族扶Ijl）（AFDC）を廃止し、困窮家族短期扶助（TANF）
に代替させたのも、｜可じ潮流にあってイギリスと共にその先頭を走る試みである56)。
この潮流の発想は、1834年新救貧法のそれと同類である。新救貧法は救貧有資格者（therightto
relief）を限定するために、貧民を３つに分類した。第１は同立できる労働貧民階級で、｜Ｈ救貧法
~卜では救貧対象になりえた。第２は、被救Illil民で働く能力があるもの、第３は、〉被救'111民で働く能
力のないもの。そして救貧資格を原則として第３のものに限定し、第１、第２のものにたいしては
原則的に院外救済を禁lLし、劣等処遇の労役院に収容して就労に駆り立てたのである57)。それは
国家介入を最小限に抑えて経済の効率性を概大にする資本主義の精神に沿った改革であった。現在、
アングロサクソン諸国を'二|｣心に進められている福祉の「構造改革」はその発想においてこれと共通
であるが、その社会的機能と歴史的インプリケイションはおのずから異なる。いずれにせよ、ドイ
ツもまた2001年年金改革をもってこの潮流に棹さしたことは紛れもない事実である。
第２の問題は、ドイツの老後保障にこのような質的変化をもたらした原因は何かということである。
55）ThomasEbert,Ｓ､182. 
56)英米の福祉改革については、さしあたり、peterAlcock＆GaryCraig(eds.),chaPter2,chapter7･を参照。
57）1834年の新救貧法が原則として院外救済禁止を規定していることについて、実態を見れば，この原則はほと
んど実現できなかったという見解があるが、最近の研究によれば、少なくとも1860年代から７０年代にかけ
ては、新救貧法の原U,|が規定的になっていたことは疑いない。DavidEnglandel;ｐｐ,１３～24.
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これについてはすでに、人口構成の高齢化とf'三金組織の同質`性の低下とグローバリゼーシヨンと
いう３つの要因を指摘し、それぞれの意味を検討した。ここでは３要素のl11互関連を確認し、とく
にグローバリゼーションの意義を強制しておきたい。
まず、これら３要素が生起してきた環境は、大きく分けると、年金保険と医療保険を中心とする
社会保障制度の拡充・飽和という小状況と、世界システムの人転換という大状況の複合作１１１に帰着
する。
人'二|の高齢化は一つのＦｌ然現象であるが、この自然４１象に医学の進歩とともに医擦保険や年金保
険の拡充が寄与していることはすでに述べた通りである。また、女性の労働ﾌﾞﾉ化率の急上昇や長期
失業や外国人労働背の増大が産業椛造'&〈換と国際分業のＴＩＩ編や社会保障の拡充を与件とする家族の
解体・門編に起lxlすることも既述の〕u､りである。そして、人口の高齢化は１１代間協約の維持を困難
にする要因になり、イ１１余組織の|同1質性の低下は所得比例動態年金の老後保障能力を狭め、公的年金
の正当性を動揺させる要因になったのである。
こうして抜本的なｲ１２金改革は避けて〕､れない課題になったのであるが、改革の方lfilは2001年年
金改革のそれが''１ｌｉ－のものではない。たとえばビーデンコプフやミーゲルが主張した基礎年金構想
もあるし、給付の格莱を平準化し所得｢'1分配機能を|ﾉﾘ包した所得比例ｲ|ﾐ金への改革も一つの代案に
なりえただろう。
しかし事実は、所得比例動態年金の給付能力をi1ill減する公的年金の一部氏衛化がｌｌＩＩｉ－の改赦案と
して採用されたのである。年金改111の第３の要因であるグローバリゼーションがそのような選択を
狭める状況をつくりだしたのである。
2001年年金改革は拠出率を２２％以下にI[||えることに最車点を置いている58)。これ以前の改革、
たとえば1992年改革でも拠出率の抑附||は最重要|｣標であったが、その意味は後'11代の負担過重を
避け、世代間協約の維持を図るというところにあった。つまり被保険者の拠ｌＵ率の重さが|川題で
あったのである。しかし2001年ｲＭ２改ＩｉＩｉでは、先述o)ように、被保険者の負担は改革によって軽
くはならないのである。2030年の拠Ⅱ}率は雇主は１１％にｌＩｌｌえられるが、被保険者は公私年金を合
わせると１５％になり、改革によってむしろ砿くなるというのが新flill度の設計である。要するに、
2001ｲ'三年金改革の最大の|=|的は企業の労働コストをlIlllillすることにおかれている。それなくして
は、ドイツが陸1際立地競争を生き抜くことはできないというのが、政府のもっとも力説する改革の
根拠なのである。
58）「老後保障の大黒柱である公的年金保険は、最早これまでのように一定の保障水準を維持することが目的に
かなったことではなくなり、拠出率の安定が最優先事項になった｡」FranzRuland,Ｓ､２２７．
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｜玉||際競イトは資本主義の特質であり、1911止紀もグローバルな資本主義維済が展開した。しかし
'970ｲ'二代央以降のグローバリゼーションは、人'''1の生iiliが根こそぎ商lIiiI,経済化している状況の'１１
で、資本が無Ilill限に'1上界を11111折なく桜１１ﾘ)し、もっとも効率''１９な産業立地を選択できる環境を作り出
しており、高賃金を生産性のlfil上によって吸収し、輪||｣競争力を確保するという、それまでの対応
では競争にLliき残れないような事態が|Ⅱ現しているのである59)。
1990年代以降、グローバリゼーシ妄1ンはまさに悪魔のIil&き臼のようにﾄﾞ|:会保障システムを111'し
つぶし始め、ヨーロッパ編i(|ⅡI|家は、多くの場合、資本主義を州||御してlfil祉匡|家を形成する上で主
導''１りな役割を果たしてきた社会民主主義政党の手で、社会保障の解体あるいは民営化が進められて
きている。それは資本三1ﾐ義をIlill御するイデオロギーがW1j減したことを意味するだろう。2011t紀福
祉国家は先導的理念を失って浮遊し始めたのである。
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